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JTEC 平成２０年度第２回講演会
ICT国際協力人材育成の具体的方策について

‐人材の空洞化に如何に対応すべきか ‐

ICT国際分野における我が国の人材の強み

２００８年１２月１２日

NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業本部
阿南修平

●周辺環境の変化

－IPを中心とした、ｿﾌﾄ．技術開発と、旧交換機ｼｽﾃﾑの衰退
－通信網と、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄという重層構造から、光IP網によるｲﾝﾌﾗの統一化
－巨大なｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ情報網の出現と ﾃﾞｰﾀ処理管理及び機密強化

１．情報通信方法の進化と、情報量の拡大

巨大なｸ ﾛ ﾊ ﾙ情報網の出現と、ﾃ ﾀ処理管理及び機密強化
－IP技術によるｻｰﾋﾞｽの多様化と、情報端末のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化
－全ての情報のＩＰ化と、通信事業者からの独立
－国境の概念を壊す、情報網とﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの革命

●日本によるＩＣＴの海外発展への寄与「通信、情報分野」

－いろいろな技術を駆使してＩＣＴ展開を経験、運用保守している日本、
－海外へのＩＣＴ事業領域は ＩＰの出現で 拡大方向海外 のＩＣＴ事業領域は、ＩＰの出現で、拡大方向
－展開には、以下のような課題
－日本人のｺｽﾄ面によるＩＣＴ展開困難
－長期にわたる人材育成と技術移転
－長期にわたるｼｽﾃﾑ運用保守と24時間ｘ３６５日の外国語による対応
－ＩＣＴ運用保守に必要な信頼できるﾛｰｶﾙ企業の育成
－ＩＣＴ技術の多様化（網、端末、ｱﾌﾟﾘ、ｿﾌﾄ）と統一展開の困難さ

等の問題解決に、事業展開の発想転換が必要かもしれない。
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（従来） （現在） （今後）

固定、携帯の音声 固定、携帯の音声 固定、携帯の音声
ﾃﾞｰﾀ通信 専用線 ﾃﾞｰﾀ通信 専用線 ﾃﾞｰﾀ通信 専用線

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ＳＭＳ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ＳＭＳ
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ網（Ａｒｃｓｔａｒ，ＧＩＮ） ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ網（Ａｒｃｓｔａｒ，ＧＩＮ）

通信事業者、ﾒｰｶ等のビジネスモデルの変化

網（ ， ） 網（ ， ）
ＳＩ ＮＩ ＳＩ ＮＩ

ｺﾝﾃﾝﾂ ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ
ＮＧＮ、ＦＴＴＨ、高速無線、大容量
ﾌｧｲﾊﾞｰ網による

ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ村、市、都市、
ｺﾐｭﾆﾃｨ、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆﾃｨ
遠隔ｼｽﾃﾑ、在宅勤務、
顧客選択型ｻｰﾋﾞｽ提供
ﾈｯﾄ上の事業展開拡大
企業、個人情報の保護、蓄積

各種端末機能の融合と軽量化

通信から情報産業への大変革

（１）設備提供からＩＰ導入による
各種新ｻｰﾋﾞｽの提供展開
ｻｰﾋﾞｽ ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝへ 各種端末機能の融合と軽量化

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業の拡大と国内外ｻｰﾋﾞ
ｽの適合（技術の融合）

顧客層の拡張（個人と企業の壁
撤去）と２４ｘ３６５体制ｻｰﾋﾞｽ

他社との共同ｼｽﾃﾑ、ｻｰﾋﾞｽ開発
加入者のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化と選択

ｻ ﾋ ｽ、ﾈｯﾄﾜ ｸｺﾝﾊ ｼ ｮﾝ
（２）既存交換網およびｻｰﾋﾞｽの消滅と

ＩＰ網の世界的な拡大
（３）ｸﾞｰｸﾞﾙ、ﾔﾌｰ、ﾏｲｸﾛｿﾌﾄの

ﾃﾞｰﾀ通信網の参入と、ＦＴＴＨ，３Ｇ展開
ﾕｰｻﾞの囲い込み

Facility based Integrated based 

通信事業者 通信設備
運用保守ｽﾍﾟｯｸ作成

音声ｻｰﾋﾞｽ
ﾃﾞｰﾀ網

ﾒｰｶ

携帯事業

国内顧客

通信設備（交換機）網ﾍﾞｰｽ

通信設備技術およびｻｰﾋﾞｽ提供方法の変遷

ﾒ ｶ
機器製造

IP網ﾍﾞｰｽｻｰﾋﾞｽ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業）

通信事業者
携帯事業者

通信設備
運用保守

FTTH
NGN
３G

国内顧客

ICT導入

音声
ｼｽﾃﾑ

ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ
ｱﾌﾟﾘｹ ｼｮﾝ

海外顧客

人材
育成

業務改善と
新ｼｽﾃﾑの導入
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ BPO
SOA DR

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾊﾞ－網
FTTH NGN

ﾒｰｶ
ｿﾌﾄ会社
SIer会社

ICT開発

ｱﾌ ﾘｹｰｼｮﾝ
ｺﾝﾃﾝﾂ
ﾃﾞｰﾀｽﾄｰﾚｯｼﾞ
IPｻｰﾋﾞｽ
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２．ICT国際分野における我が国の人材の強み

日本にはいろいろなICT技術があり、殆ど国内の官公庁、企業に導入され、そ

の製品は、ｼｽﾃﾑ会社、ｿﾌﾄｳｴｱ会社、ﾒｰｶ等とともに構築されており、日本の
産業を極めて効率的に機能させている。従って、人材は豊富で、経済大国第
二位としての地位を維持している。

国内では、かなりしっかりした人材を保有していると思われるが、それでもICT
の国際競争力（機器導入、価格、ｼｽﾃﾑ、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ提供）が低いのは、①新
たなｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ技術が独自開発されていない、②人材はいるけども、国内中心
で活用を十分にできない、③海外対応の人材育成がなされてない、④国際
ICT展開方法（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ網等）の検討不備、⑤ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙの観点から全体ｼｽﾃﾑ
としての対応不備、⑥ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略意識の欠如により国際分野へのICTを展
開できない状況である。

発展途上国の人材育成の前に、日本企業のICT国際戦略に向けて、若いICT
人材（日本人）を育成することが重要である。しっかりした英語力と、現地人とと
もにやっていける能力、引っ張っていける力を身につけるための育成等を大々
的に実施していく必要がある。さらに、日本からの英語による情報発信が非常
にすくなく、日本ほど、歴史的にながい、文化をもって、技術力もあり、かつい
ろいろなｻｰﾋﾞｽを提供している国はなく、英語版のｻｲﾄを積極的に展開するこ
とで、日本の事業の活性化や、ICT の国際展開にも、大いに役立つことである。

ICT人材の空洞化（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ）対策

日本は、非常に沢山の製品を開発しており、日本の技術は世界に展開できると
確信している。問題は、これらを如何に世界に展開するのかである。

日本では 通信ｼｽﾃﾑ ｿﾌﾄｳ ｱ開発等もし かりしており いろいろなｻ ﾋﾞｽが日本では、通信ｼｽﾃﾑ、ｿﾌﾄｳｴｱ開発等もしっかりしており、いろいろなｻｰﾋﾞｽが
提供できる環境にあるが、これをグローバルに展開するとなれば、

（１）同じようなしっかりした通信設備、業務ﾌﾛｰ環境が当該国で必要
（２）日本と海外の国々に廉価でしっかりした国内、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ網の提供有無
（３）日本のｼｽﾃﾑ（機器含む）が、世界に利用できるのかという技術的な課題

の解決、
（４）24時間ｘ３６５日ｘｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾚﾍﾞﾙの体制が可能か、
（５）ｼｽﾃﾑの長期間にわたる運用保守の体制構築（５）ｼｽﾃﾑの長期間にわたる運用保守の体制構築
（６）継続的な人材育成、しっかりしたｼｽﾃﾑ、新商品、ｻｰﾋﾞｽ開発
（７）多言語による人材育成（技術、分化、制度等）

等海外への事業展開における、ICTの人材確保（人材空洞化）だけの問題のみ
でなく、 ICTの本格的な海外展開に際してはこれらを含めた全体ｼｽﾃﾑ的な対応
が可能なように、対策を講じていかねばならない。
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ICT 国際展開において海外から必要とされる人材の具備すべき条件

技術力および会話力は、当然具備しなければならないが

●相手の文化をしること、それに溶け込むこと、もちろん自分たちの価値感も
理解していただくように努める理解していただくように努める。

●相手を尊重すること、決して先入観をもって彼等はだめとか思わないで、指
導していけばついてくることを信じて、時間をかけて指導する。

●決して企業内で対立構造をつくらないこと、日本人、外国人平等にあつか
い、相手の面子をつぶさず、自分の目線を相手に合わせる。

●他人、現地人の所為、能力の欠如とか言い訳を作らず、責は常に我にもあ●他人、現地人の所為、能力の欠如とか言い訳を作らず、責は常に我にもあ
りと考え、問題解決を図る。

●常に行動し挑戦して、現地の方々を成長させる意識をもち牽引していく。

●相手を巻き込むこと、意識の溝をなくすため、押し付けるのではなく、一緒
にやっていく姿勢を常にもつ。

海外での人材育成（一例）
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●●ITのもつ潜在力の活用●●
♪ ＩＴ実現力の差が競争力の差
♪ ＩＴを通じ変革という付加価値の提供
♪ 企業競争力を支えるＩＴと社員力

３．ＩＣＴの潜在的な可能性と日本のおかれた状況

★★立ち遅れる日本★★
- ﾋﾞｼﾞﾈｽ分野へのＩＴ活用の遅れ

（行政、医療、教育分野）
- 携帯電話の国際市場ｼｪｱの低下 ♪ 企業競争力を支えるＩＴと社員力

♪ ＩＴによるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展開は標準化がかぎ
♪ ＩＣＴが実現するﾋﾞｼﾞﾈｽ変革
♪ 経営の根幹を担うＩＴの重要性

●●新たな事業領域●●
既存業態 進化

★★国際的な存在感が徐々に低下★★

携帯電話の国際市場ｼｪｱの低下
- パソコンが使われていない
- ﾈｯﾄ上のｱｸｾｽができない
- 生産性の向上に繋がっていない
- 単なるエンターテイメントのみ

－既存業態の進化
－異業種間の連携
－新規産業の創出

●●効率性の向上●●
－企業内の効率性の向上
－国内の企業との間の効率性向上
－海外の企業との間の効率性向上

際 徐

○ 一人あたりのＧＤＰ 世界2位 世界20位
１９93年 2006年

○ 競争ランキング 世界1位 世界24位
1992年 2007年

世界の成長分野は資源、金融、ＩＣＴ。

ＩＴの活用段階 導入時期 部門内最適化を 部門の枠を 企業の枠を
売上規模 図っている段階 超えて活用 超えて活用

国内企業の規模別のIT活用段階

1000億円以上 3.3 42.1 40.8 13.8

100億円以上-1000億円 9.6 67.0 20.7 2.7

20億円以上-100億円未満 27.9 57.5 12.9 1.7

20億円未満 29.5 62.5 6.8 1.1

中小企業のＩＴ活用度は極端に低い中小企業のＩＴ活用度は極端に低い
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中小企業へのICTの積極的な導入 （英語での発信）

日本への観光産業は要改善 ｂｙ ICT
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ＳａａＳ 動画共有
仮想空間

ﾘｱﾙとﾊﾞｰﾁｬﾙの壁

時間、距離、情報の壁を超えた新たなﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの創出

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化ｻｰﾋﾞｽの統合

業種、業界の壁
固定＋携帯金融とＩＴ

経済活動のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化
情報のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの普及ﾀ 普及

技術 ｲﾝﾌﾗ 政策

ＩＣＴは新たな価値創造 ＩＣＴは経営戦略（迅速、柔軟）

日本の特異な産業構造：
明治以降、大量生産のため系列会社ｼｽﾃﾑがしっかり根づいているために、
“系列会社の温存”姿勢があり、最適なｼｽﾃﾑを目標とするICTの活用がしっ
かり利用できない状況にある。ICTを駆使して、柔軟かつ競争力のある企業に、

日本の産業発展と今後の対応

改革していく必要がある。

ICTの展開に必要な基幹ｲﾝﾌﾗのｵｰﾌﾟﾝ化：
情報通信の基盤を構築している産業、各種ｲﾝﾌﾗ設備を保有している企業は、
いろいろな“基幹設備やｻｰﾋﾞｽ”の利用をオープンにして、あまねく人が自由
に活用できる環境ができれば、ICTの積極t的な展開となる。海外での事業展
開を推進すれば、 ２４時間ｘ３６５日対応する必要にせばまれ、これからの日
本を大きく変えていく起爆剤になっていく。

自由なｲﾝﾀｰﾈｯﾄの展開と活用：
廉価な設備でGlobal Ｉｎｔｅｒｎｅｔ を活用できれば、低ｺｽﾄで、迅速にﾃﾞｰﾀ処理、
分析、経営戦略が構築でき、企業活動に不可欠な財務や、税務等のｿﾌﾄを低
料金で利用できる情報処理ｻｰﾋﾞｽが提供され、ＳａａＳのように、国際間、企業
間をまたがる情報処理が可能となり、低コストのｻｰﾋﾞｽを享受できることにな
る。
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発展途上国では、第一次産業の輸出に依存する度合いが多く、自国での産業に
よる製品生産活動が非常に弱い。さらに、国家のｲﾝﾌﾗである、鉄道、道路、都市
整備すべての面で遅れており、非常に脆弱であるため、国家を大きく発展させて
いく原動力にはなり得ない。

４．発展途上国でのICTの推進について

いく原動力にはなり得ない。

ICTは、既にある産業の競争力を強化していくことが基本であり、ICTを世界から

導入しても、それを適用する産業が存在しなく、あるいは、基本的なｲﾝﾌﾗがなけ
れば、ICTを用いることで、海外からの投資、地場産業の育成等、競争力のある
産業育成につながっていくことにはならない。

ICTの導入による産業発展の効果は、発展途上国においては限界がある。

但し、教育、医療等においては、ｺｽﾄ削減が非常にはかれ、人材育成には大い
に寄与できる。海外からの投資を呼び込むためには、優秀な人材は必要である
が、十分ではない。

従って、ICTの導入以前に、国家レベルで、社会ｲﾝﾌﾗ（住民基本台帳、税務管理、

通関ｼｽﾃﾑ等）の整備を推進していく必要があり、あわせて道路、港湾、鉄道、航
空、重工業産業、ｻｰﾋﾞｽ産業等の展開を推進していくことが、ICTの活躍となる。

各種産業
第 次産業 二次産業

発展国、発展途上国にけるｲﾝﾌﾗ整備とICTの展開の関連性

都市、産業、ﾋﾞｼﾞﾈｽ発展

第一次産業、二次産業、
三次産業、四次産業）の発展

各国企業
国際競争
力の強化

ICTの積極的な導入：
－自由な選択、
－競争力のある製品、
－強靭なｼｽﾃﾑの構築
－ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾚﾍﾞﾙでの事業
－国内外人材育成

教育の充実
人材育成

資金

社会基盤
道路 鉄道 通信 電力 水道
下水 船舶 放送 ﾒﾃﾞｨｱ 教育
医療 銀行物流 政府系ｼｽﾃﾑ
（税金、各種登録管理）等

公共、金融、物流ｼｽﾃﾑ
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（１）ﾘｰﾀﾞの意識改革と強靭な精神力が必要
昨今の企業で要請されていることは企業の改善であり、競争力を強化することであ
るが、多大なｺｽﾄを必要とするため、ﾘｰﾀﾞの意識改善と、ICTを推進するCIOあるい

５．発展国、発展途上国における、ICTの推進原動力

はCITOの配置が非常に重要である。

（２）縄張り争を無くし全員参加と外部の導入
各事業部門に改革を任せている「縄張り意識」や、「自分たちのｼｽﾃﾑ」になってし
まい、他部門と協調してICTの導入、改革をやるという意識にならないので、「全員
参加と外部の中立的な部隊の導入」が重要である。

（３）社長直結の組織構築
社長直結 担当 ﾘ ﾀﾞ配置 業務改善委員会を設置 し かりした業務社長直結のICT担当のﾘｰﾀﾞ配置、業務改善委員会を設置、しっかりした業務ﾌﾛｰ、
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｲﾝﾌﾟｯﾄ、ﾃﾞｰﾀ整理、経営指標、ｺｽﾄ整理、人材ｺｽ、設備ﾃﾞｰﾀ、顧客管理
ﾃﾞｰﾀ等の整理、分析を行い、それをﾕｰｻﾞの視点にあわせてｼｽﾃﾑに組み込ませる
必要がある。その結果、迅速なｻｰﾋﾞｽを提供し、経営状況や、お客さんの反応状況
も把握でき、経営における次の一手が打てるようになる。

● ﾘｰﾀﾞの意識改革：
－如何に国内外のお客さんに必要な存在として認めていただくか、
－過去のやり方、日本のやり方に囚われない意識でやれるか
－ｺｽﾄ高となる恐れのある系列会社は見直し、外部からの調達も含めて、如何に

最高の製品、ｼｽﾃﾑを構築していけるのか。

ﾘｰﾀﾞｼｯﾌﾟによるICTの積極的な導入

● あらたな組織の構築：
－社内の問題が理解でき、強い改革意識を持っている人物をCIOあるいはCITOに任命
－ﾄｯﾌﾟとともに、改革を推進していく組織力の構築
－会社の競争力をもたせ、資金投下の判断ができる情報ｼｽﾃﾑによる企業の戦略構築

● ｼｽﾃﾑ構築：
－お客さんの視点にたち、古い組織を解体し、組織の簡略化

会社の全業務ﾌﾛ （上流工程）を見直し ICT（下流）でｺｽﾄを惜しまず極力活用－会社の全業務ﾌﾛｰ（上流工程）を見直し、ICT（下流）でｺｽﾄを惜しまず極力活用、
中途半端な姿勢では実施しないこと

－会社全般に亘って、全ての部門における業務のあり方について、改善すべき
－会社の資産である設備、顧客、資金、売り上げ等、を徹底的な情報のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化

ICTを導入し会社が成長するためには、発展途上、発展国ともに、ﾘｰﾀﾞがICT
の力を新たに認識、ﾘｰﾀﾞの成長が、必要不可欠なのである。
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ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました。


